
新潟市区自治協議会条例をここに公布する。 

平成１８年１２月２１日 

新潟市長 篠田 昭 

新潟市条例第７４号 

新潟市区自治協議会条例 

（設置） 

第１条 市民と市とが協働して地域のまちづくりその他の課題に取り組み，住民自治の推

進を図るため，地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２５２

条の２０第６項の規定に基づく区地域協議会として，区ごとに区自治協議会を置く。 

２ 区ごとに置く区自治協議会の名称は，別表に掲げるとおりとする。 

（組織） 

第２条 区自治協議会は，委員３０人以内で組織する。ただし，人口（法第２５４条に規

定する人口をいう。）が１０万人を超える区においては，その超える数が１万人を増す

ごとに１人を３０人に加えた人数以内で組織するものとする。 

２ 委員は，区の区域内に住所を有する者（第１号又は第２号に該当する者にあっては，

区の区域内に主たる事務所を有し，活動する団体が当該団体を代表する者として選出す

る者を含む。以下「区民等」という。）で，次の各号のいずれかに該当するもののうち

から，市長が選任する。 

（１） 地域コミュニティ協議会（主として小学校又は中学校の通学区域内に居住し，又

は所在する住民及び自治会，町内会その他公共的団体等で構成された地域の課題に取り

組むための活動の主体となる組織をいう。）がその構成員のうちから選出する者 

（２） 公共的団体等（前号の地域コミュニティ協議会を除く。）がその構成員のうち

から選出する者 

（３） 学識経験者 

（４） 公募による者 



（５） 前各号に掲げる者のほか，市長が必要と認めた者 

３ 市長は，前項の規定による委員の選任に当たっては，委員の構成が区民等の多様な意

見が適切に反映されるものとなるよう配慮しなければならない。 

（委員の任期等） 

第３条 委員の任期は，２年とする。ただし，増員，辞職等に伴い，新たに選任されるこ

ととなる委員の任期は，他の委員の残任期間とする。 

２ 市長は，委員を原則として１回に限り再任することができる。 

３ 委員は，区民等でなくなったとき，又は前条第２項第１号若しくは第２号に該当する

者として選任された者にあっては，その者を選出した団体の構成員でなくなったときは，

その職を失う。 

（委員の解任） 

第４条 市長は，委員が次の各号のいずれかに該当するときは，当該委員を解任すること

ができる。 

（１） 心身の故障のため，職務を行うことができないと認めるとき。 

（２） 前号に規定する場合のほか，その職に必要な適格性を欠くと認めるとき。 

（委員の報酬及び費用弁償） 

第５条 委員には，報酬を支給しない。 

２ 委員が区自治協議会の会議（以下「会議」という。）に出席し，又は委員の職務とし

て規則に定める職務を遂行したときは，日額３，０００円を費用弁償として支給する。 

３ 委員が職務のため出張したときは，新潟市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条

例（昭和３６年新潟市条例第４号）別表第２に定める費用を弁償する。 

（会長及び副会長） 

第６条 区自治協議会に会長及び副会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長及び副会長の任期は，委員の任期とする。 

３ 会長は，区自治協議会の事務を掌理し，区自治協議会を代表する。 



４ 副会長は，会長が欠けたとき，又は会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

５ 区自治協議会は，会議において出席委員の３分の２以上の者の同意があるときは，会

長又は副会長を解任することができる。 

（区自治協議会の役割等） 

第７条 区自治協議会は，区民等の参画を通じて，多様な意見を調整し，その取りまとめ

を行い，区民等と市との協働の要となるよう努めるものとする。 

２ 区自治協議会は，次に掲げる事項のうち，市長その他の市の機関により諮問されたも

の又は必要と認めるものについて，審議し，市長その他の市の機関に意見を述べること

ができる。 

（１） 区役所が所掌する事務に関する事項 

（２） 前号に掲げるもののほか，市が処理する区の区域に係る事務に関する事項 

（３） 市の事務処理に当たっての区民等との連携の強化に関する事項 

３ 市長は，次に掲げる事項のうち，区の区域に係るものを決定し，又は変更しようとす

る場合においては，あらかじめ，当該区の区自治協議会の意見を聴かなければならない。 

（１） 総合計画及びこれに準ずる計画に関する事項 

（２） 区役所が所管する公の施設の設置及び廃止に関する事項並びに管理に関する基

本的事項 

（３） 区役所が企画立案を行う施策のうち，市長が定める事項 

４ 市長その他の市の機関は，前２項の意見を勘案し，必要があると認めるときは，適切

な措置を講じなければならない。 

（会議の招集） 

第８条 会議は，会長が招集する。 

２ 会長は，委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは，会議を招集し

なければならない。 

（会議の運営） 



第９条 会長は，会議の議長となる。 

２ 会議は，委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところに

よる。 

４ 会議は，公開で行うものとする。ただし，議長が必要と認めるときは，会議に諮った

上で公開しないことができる。 

５ 会長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させ，意見を求める

ことができる。 

（連絡調整） 

第１０条 区自治協議会は，規則で定めるところにより，他の区自治協議会との連絡調整

を行うものとする。 

（庶務） 

第１１条 区自治協議会の庶務は，当該区自治協議会が置かれる区の区役所で処理する。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか，区自治協議会の運営その他必要な事項は，規則

で定める。 

附 則 

この条例は，平成１９年４月１日から施行する。 

別表（第１条関係） 

名称 

北区自治協議会 

東区自治協議会 

中央区自治協議会 

江南区自治協議会 

秋葉区自治協議会 



 南区自治協議会 

西区自治協議会 

西蒲区自治協議会 


